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ベ (57) Abstract: Provided i s an antenna device comprising a first monopole antenna ( 110) and a second monopole antenna 20) ar-
ranged on an insulative base material (190), wherein the first monopole antenna ( 110) and the second monopole antenna (120)
comprise first sections that extend in the same direction from the feeding ends thereof that are connected t o a first feeding section

ォ (180), and second sections that extend separating in the left and right directions from each of the first sections, and wherein a first
parasitic element (130) i s arranged between the first section of the first monopole antenna ( 110) and the first section of the second
monopole antenna (120).

2 (57) 要 約 ：絶 縁 性 の 基 材 （1 9 0 ) に 第 1 モ ノ ポ ー ル ア ンテ ナ （1 1 0 ) と第 2 モ ノ ポ ー ル ア ンテ ナ （1
2 0 ) と を配 置 した ア ンテ ナ 装 置 で あ って 、 第 1 モ ノ ポ ー ル ア ンテ ナ （1 1 0 ) お よび 第 2 モ ノポ ー ル
ア ン テ ナ （1 2 0 ) は 、 第 1 給 電 部 （1 8 0 ) に 接 続 され る給 電 端 か ら同 じ方 向 に 延 在 す る 第 1 部 分
と、 第 1 部 分 か らそ れ ぞ れ 左 右 に 分 か れ て 延 在 す る 第 2 部 分 と を 有 し、 か つ 第 1 モ ノ ポ ー ル ア ンテ ナ
( 0 ) の 第 1 部 分 と第 2 モ ノ ポ ー ル ア ンテ ナ （1 2 0 ) の 第 1 部 分 との 間 に 、 第 1 無 給 電 素 子 （1

3 0 ) を配 置 した 。



明 細 書

発明の名称 ：アンテナ装置および表示装置

技術分野

[0001 ] ここに開示された技術は、複数のアンテナを有するアンテナ装置、および

アンテナ装置を備えた表示装置に関する。

背景技術

[0002] 地上波デジタル放送等を受信可能で、携帯可能な表示装置が普及 してきて

いる。これらの表示装置においては、装置を構成する筐体の内側あるいは外

側に、放送電波を受信するアンテナを装備する必要がある。特に、高感度な

受信を実現する方法として、複数のアンテナを備えるダイバ一シティ方式が

用いられる。また、複数のアンテナをどのような形状にしてどのように装備

するかは、様々な取組みがなされている （例えば、特許文献 1 ~ 3 参照）。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献1 ：特開 2 0 0 5 _ 3 4 7 8 8 2 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 7 _ 2 8 1 9 0 6 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 8 _ 1 4 8 6 5 号公報

発明の概要

[0004] ここに開示された技術は、絶縁性の基材に第 1 モノポールアンテナと第 2

モノポールアンテナとを配置 したアンテナ装置であって、第 1 モノポールァ

ンテナおよび第 2 モノポールアンテナは、給電部に接続される給電端から同

じ方向に延在する第 1部分と、第 1部分からそれぞれ左右に分かれて延在す

る第 2 部分とを有 し、かつ第 1 モノポール アンテナの第 1部分と第 2 モノポ

—ル アンテナの第 1部分との間に、無給電素子を配置 した構成である。

[0005] この構成によれば、同一周波数帯の複数のアンテナを、互いに疎結合、か

つ近傍に配置できるアンテナ装置、およびそれを備えた表示装置を提供する

ことができる。



図面の簡単な説明

[0006] [ 図1A]図 1 A は表示装置の外観を示す斜視図である。

[図1B] 図 1 B は表示装置の側面図である。

[図2] 図 2 はアンテナ装置の構成を示す図である。

[図3] 図 3 は第 1 モノポールアンテナ、第 2 モノポールアンテナの構成を示す

図である。

[図4] 図4 は第 1 モノポールアンテナ、第 2 モノポールアンテナの構成を示す

図である。

[図5] 図 5 は給電部の構成を示す図である。

[図6] 図 6 は第 3 モノポールアンテナ、第4 モノポールアンテナの構成を示す

図である。

[図7A]図 7 A は各アンテナの水平偏波の放射/ 《ターンを示す図である。

[図7B]図 7 B は各アンテナの水平偏波の放射パターンを示す図である。

[図7C]図 7 C は各アンテナの水平偏波の放射/ 《ターンを示す図である。

[図7D]図 7 Dは各アンテナの水平偏波の放射/ 《ターンを示す図である。

[図8A]図 8 A は変形例を示す図である。

[図8B]図 8 B は他の変形例を示す図である。

発明を実施するための形態
[0007] —実施の形態に係るアンテナ装置を有する表示装置について、図面を用い

て説明する。

[0008] まず、本実施の形態にかかる表示装置 1 の構成について説明する。図 1 A

は、表示装置 1 の外観を示す斜視図である。図 1 B は、表示装置 1 の側面図

である。

[0009] 表示装置 1 は、アンテナ装置 1 0 と、ディスプレイであるL C D ( L i q

u i d C y s t a l D i s p l a y ) 2 0 と、各種電気回路を収めた

本体 3 0 と、支持部材4 0 とを含む。なお、本実施の形態において、 L C D

2 0 の画像表示画面の水平方向を X 軸、表示装置 1 の鉛直方向を z 軸、 X 軸

とz 軸に直交する方向をy 軸とする。また、 L C D 2 0 の画像表示面の正面



視右向 きを X 軸 の正の向 き、画像表示面の正面視左向 きを X 軸 の負の向 きと

する。 また、表示装置 1 の鉛 直方向上向 きを z 軸 の正の向 き、鉛 直方向下向

きを z 軸 の負の向 きとする。 また、 L C D 2 0 の画像表示面側 の向 きを y 軸

の負の向 き、画像表示面 と反対側 の向 きを y 軸 の正の向 きとする。

[001 0] L C D 2 0 は、 y 軸 の負の向 きに画像表示面 を有 し、映像 を映 し出す。 L

C D 2 0 は、画像表示面の背面側 か ら囲む金属の フ レーム （図示せず） を有

している。 L C D 2 0 は、本体 3 0 の前面側 に位置 している。 なお、 L C D

2 0 は、 デ ィスプ レイの一例 である。例 えば、有機 E L デ ィスプ レイ等 を用

いてもよい。

[001 1] 本体 3 0 は、樹脂材料か らなる外装筐体 を有 する。本体 3 0 は、地上デジ

タル放送 を受信 するチ ューナ一回路 を有 する電気回路基板等 （図示せず） を

、外装筐体 内に有 する。本体 3 0 は、 アンテナ装置 1 0 が受信 する電気信号

をチ ューナ一回路 （図示せず） に伝送 し、所望 の映像データを取 り出す。本

体 3 0 は、取 り出 した映像データを L C D 2 0 へ送 り、 L C D 2 0 に画像 を

表示 させ る。 その他、本体 3 0 は、電源 回路や音声回路、記録装置や再生装

置、 さ らには電気回路基板等で発生する熱 を低減 させ るための放熱用金属部

材 （いずれ も図示せず）な どを外装筐体 内部 に有 する。

[001 2] 支持部材 4 0 は、主 と して樹脂材料か らなる。支持部材 4 0 は、本体 3 0

に回動可能 に固定 され る。 また、支持部材 4 0 は、 L C D 2 0 および本体 3

0 を立設するように支持 している。支持部材 4 0 は、 内部 に給電部 とアンテ

ナを有 している。支持部材 4 0 の詳細 については後述する。

[001 3] ア ンテナ装置 1 0 は、複数 のアンテナを一枚 の基材上 に備 え、略矩形板状

の形状 を有 している。 アンテナ装置 1 0 は、矩形形状 の一端辺部分 に、各 ァ

ンテナの給電端 が接続 され る給電部 を備 えている。 アンテナ装置 1 0 は、給

電部 が設 け られ る側 である支持端 A (図 2 参照）が本体 3 0 の背面 に取 り付

け られ る。 アンテナ装置 1 0 は、 L C D 2 0 の背面側 に回動可能 に取付 け ら

れ る。

[0014] 本実施 の形態 においては、 アンテナ装置 1 0 は、本体 3 0 の背面 に回動可



能 に取付 け られ る。 よ り詳 しくは、 ア ンテナ装置 1 0 は、支持部分 を支点 に

、 y _ z 平 面 で回動可能 であ る。 この ことによ り、視聴者 が ア ンテナ装置 1

0 の向 きを適宜調整 す る ことがで きる。 なお、 図 1 B に示 す よ うに、本実施

の形態 の表示装置 1 においては、表示装置 1 の使 用時 は、 ア ンテナ装置 1 0

を略水平方 向 に回動 させた ときに、 好 ま しく電波 を受信 で きる （図 1 B の e
= 9 0 度 の位置 が水平方 向）。 この とき、 L C D 2 0 は、画像表示面 が ア ン

テナ装置 1 0 と反対側 を向いている。 なお、 図中 は、鉛 直方 向 に対 す る y

_ z 平 面 内での傾斜角 であ る。

[001 5] 次 に、 図 2 を用 いて ア ンテナ装置 1 0 の構成 について詳 しく説 明す る。 図

2 は、 ア ンテナ装置 1 0 の構成 を示 す図であ る。 なお、以下の説 明 において

、便宜上、 ア ンテナ装置 1 0 の主面 が x _ y 平 面 に平行 な向 き （図 1 B の

= 9 0 度 ） に位置 しているもの と して説 明す る。

[001 6] ア ンテナ装置 1 0 は、 第 1 モ ノポール ア ンテナ 1 1 0 と、 第 2 モ ノポール

ア ンテナ 1 2 0 と、 第 1 無給 電素子 1 3 0 と、 第 2 無給 電素子 1 4 0 と、 第

3 無給 電素子 1 5 0 が、 ァク リル樹脂 な どか らな る平板形状 の絶縁性 の基材

9 0 上 に銅 な どの金属 の所定形状 のパ ター ンによ り形成 されている。 また

、 ア ンテナ装置 1 0 は、絶縁性 の基材 1 9 0 の端部 に第 1 給 電部 であ る給 電

部 1 8 0 を備 えている。 第 1 モ ノポール ア ンテナ 1 1 0 と、 第 2 モ ノポール

ア ンテナ 1 2 0 とは、各 々の給 電端 が給 電部 1 8 0 に接続 されている。

[001 7] 各 ア ンテナ 1 1 0 、 1 2 0 と給 電部 1 8 0 との接続 の方法 と しては、例 え

ば各 ア ンテナ 1 1 0 、 1 2 0 の給 電端 と給 電部 1 8 0 の端 子 とをパ ネ等 で接

続 すれ ばよい。各無給 電素子 1 3 0 、 1 4 0 、 1 5 0 と給 電部 1 8 0 との接

続 の方法 と しては、例 えば各 ア ンテナの給 電端 と給 電部 1 8 0 の端 子 とをバ

ネ等 で接続 すれ ばよい。本実施 の形態 においては、 第 1 モ ノポール ア ンテナ

0 、 第 2 モ ノポール ア ンテナ 1 2 0 、 第 1 無給 電素子 1 3 0 、 第 2 無給

電素子 1 4 0 、 第 3 無給 電素子 1 5 0 を構成 す る導体パ ター ンの幅 は、 3 m

m で、 一定の幅 で形成 している。

[001 8] また、 ア ンテナ装置 1 0 は、 第 1 無給 電素子 1 3 0 と第 2 無給 電素子 1 4



0 との端部 を接続するジ ヤ ンパ抵抗 1 6 0 を備 えている。 さ らに、 アンテナ

装置 1 0 は、第 1 無給電素子 1 3 0 と第 3 無給電素子 1 5 0 との端部 を接続

するジ ヤ ンパ抵抗 1 7 0 を備 えている。 これ らのジ ヤ ンパ抵抗 1 6 0 、 1 7

0 は、無給電素子同士を導通 させるためのゼ ロオームのチ ップ抵抗である。

ジ ヤ ンパ抵抗 1 6 0 、 7 0 は、第 1 モノポール アンテナ 1 1 0 および第 2

モノポール アンテナ 1 2 0 とは接続 されていない。

[001 9] すなわち、 ジヤ ンパ抵抗 1 6 0 、 1 7 0 は、第 1 モ ノポ ール ア ンテ ナ 1 1

0 および第 2 モノポール アンテナ 1 2 0 を絶縁 して跨 ぐように設 け られてい

る。 ジヤ ンパ抵抗 1 6 0 、 1 7 0 は、基材 1 9 0 における、第 1 モノポール

ア ンテ ナ 1 1 0 、第 2 モ ノポ ール ア ンテ ナ 1 2 0 、第 1 無給電素子 1 3 0 、

第 2 無給電素子 1 4 0 、 および第 3 無給電素子 1 5 0 が形成 されている面 と

は反対側の面 に、 はんだ付 けな どによ り取付 け られている。

[0020] この とき、 ジ ヤ ンパ抵抗 1 6 0 、 1 7 0 の端子 と各無給電素子 とを接続す

る導通 ビアが、基材 1 9 0 を貫通するように形成 される。なお、 ジ ヤ ンパ抵

抗 1 6 0 、 1 7 0 は、 それぞれ第 1 接続部材 と第 2 接続部材の一例である。

例 えば、金属 ワイヤな どであ ってもよい し、金属箔テープであ っても良い。

要するに、各無給電素子間を導通 させる部材であればよい。

[0021 ] こ こで、 第 1 モ ノポ ール ア ンテ ナ 1 1 0 と、 第 2 モ ノポ ール ア ンテ ナ 1 2

0 と、第 1 無給電素子 1 3 0 と、第 2 無給電素子 1 4 0 と、第 3 無給電素子

1 5 0 とは、例 えば、金属パ ター ンの 印刷、金属 フ イル ム の貼 り付 け、金属

線の貼 り付 け、あるいは金属のエ ツチ ングな どによって形成することがで き

る。基材 1 9 0 は、例 えば、 アク リル素材か らな り、本実施の形態 において

は、基材 1 9 0 の外形 は、 2 1 8 m m X 5 5 m m の略矩形の平板形状であ り

、給電部 1 8 0 が位置する凹部 を有する形状である。給電部 1 8 0 は、基材

1 9 0 と一体的に設 け られていてもよい。

[0022] 図 3 は、第 1 モノポール アンテナ 1 1 0 と、第 2 モノポール アンテナ 1 2

0 の詳細構成 を示す図である。第 1 モノポール アンテナ 1 1 0 は、給電部 1

8 0 に接続 される給電端か ら、 y 軸方向に延在する第 1 部分 1 1 1 と、第 1



部分 1 1 1からx 軸の負の方向に屈曲して延在する第 2 部分 1 1 2 とから構

成されている。第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 は、給電部 1 8 0 に接続され

る給電端からy 軸方向に延在する第 1部分 1 2 1 と、第 1部分 1 2 1からX

軸の正の方向に屈曲して延在する第 2 部分 1 2 2 とから構成されている。

[0023] すなわち、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 の第 1部分 1 1 1は、給電部 1

8 0 につながる給電端から、基材 1 9 0 の短手方向 （第 1方向）に延在する

。第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の第 1部分 1 2 1は、給電部 1 8 0 につな

がる給電端から、基材 1 9 0 の短手方向 （第 1方向）に延在する。なお、 「

短手方向に延在」あるいは 「長手方向に延在」とは、各素子が主として延在

する方向を示しており、部分的に屈曲する場合も含むものとする。第 1 モノ

ポールアンテナ 1 1 0 の第 1部分 1 1 1 と、第 2 モノポールアンテナ 1 2 0

の第 1部分 1 2 1 とは、互いに対向した状態で延在している。

[0024] また、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 は、第 1部分 1 1 1 と第 2 部分 1 1

2 とが直交し、第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 は、第 1部分 1 2 1 と第 2 部

分 1 2 2 とが直交している。

[0025] 第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 の第 1部分 1 1 1 と、第 2 モノポールアン

テナ 1 2 0 の第 1部分 1 2 1 とは、平行に配置されている。第 1モノポール

アンテナ 1 1 0 の第 1部分 1 1 1の寸法は、4 5 m mである。また、第 2 モ

ノポ一ルアンテナ 1 2 0 の第 1部分 1 2 の寸法は、4 5 m mである。

[0026] 第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 の第 2 部分 1 1 2 は、第 1 モノポールアン

テナ 1 1 0 の第 1部分 1 1 1の給電部 1 8 0 と反対側の端部で、 X 軸の負の

向きに9 0 度曲げられ、 1 0 0 m m延在している。

[0027] すなわち、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 は、給電部 1 8 0 に接続される

給電端から同じ方向に延在する第 1部分 1 1 1 と、この第 1部分 1 1 1から

それぞれ左右に分かれて延在する第 2 部分 1 1 2 とを有する。

[0028] 第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の第 2 部分 1 2 2 は、第 2 モノポールアン

テナ 1 2 0 の第 1部分 1 2 1の給電部 1 8 0 と反対側の端部で、 X 軸の正の

向きに9 0 度曲げられ、 1 0 0 m m延在している。



[0029] すなわち、第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 は、給電部 1 8 0 に接続される

給電端か ら同 じ方向に延在する第 1部分 1 2 1 と、 この第 1部分 1 2 1 か ら

それぞれ左右に分かれて延在する第 2 部分 1 2 2 とを有する。

[0030] なお、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 と第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 と

は、地上デジタル放送帯 （4 7 3 M H z ~ 7 6 7 M H z ) を所望の使用帯域

とするアンテナである。

[0031 ] 次 に、図 4 を用いて第 1 無給電素子 1 3 0 、第 2 無給電素子 1 4 0 、およ

び第 3 無給電素子 1 5 0 について説明する。第 1 無給電素子 1 3 0 、第 2 無

給電素子 1 4 0 、および第 3 無給電素子 1 5 0 は、第 1 モノポールアンテナ

1 0 の第 1 部分 1 1 1 と第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の第 1 部分 1 2

と並走するように基材 1 9 0 上に設けられる。

[0032] まず、第 1 無給電素子 1 3 0 について説明する。第 1 無給電素子 1 3 0 は

、給電部 1 8 0 のグラン ド層につながるダラン ド端か ら基材 1 9 0 の短手方

向 （第 1 方向）に延在する。第 1 無給電素子 1 3 0 は、第 1 モノポールアン

テナ 1 1 0 の第 1 部分 1 1 1 と、第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の第 1 部分

1 2 1 の間に延在するように配置されている。第 1 無給電素子 1 3 0 は、給

電部 1 8 0 か ら y 軸の正の向きに4 5 m m延在する。

[0033] 次 に、第 2 無給電素子 1 4 0 と第 3 無給電素子 1 5 0 について説明する。

第 2 無給電素子 1 4 0 は、給電部 1 8 0 のグラン ド層につながるダラン ド端

か ら基材 1 9 0 の短手方向 （第 1 方向）に延在する。第 2 無給電素子 1 4 0

は、第 1 無給電素子 1 3 0 との間に第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 の第 1 部

分 1 1 1 を挟むように基材 1 9 0 に形成される。第 2 無給電素子 1 4 0 は、

給電部 1 8 0 か ら y 軸の正の向きに 3 5 m m延在 している。

[0034] 第 3 無給電素子 1 5 0 は、給電部 1 8 0 のグラン ド層につながるダラン ド

端か ら基材 1 9 0 の短手方向 （第 1 方向）に延在する。第 3 無給電素子 1 5

0 は、第 1 無給電素子 1 3 0 との間に第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の第 1

部分 1 2 1 を挟むように基材 1 9 0 に形成される。第 3 無給電素子 1 5 0 は

、給電部 1 8 0 か ら y 軸の正の向きに 3 5 m m延在 している。



[0035] 次 に、図 5 を用いて給電部 1 8 0 について説明する。図 5 は、給電部 1 8

0 の構成を示す概略図である。

[0036] 給電部 1 8 0 は、導電層 と誘電体層を有 した単一の 2 層基板で形成されて

いる。給電部 1 8 0 は、整合回路、 L N A ( L o w N o i s e A m p I

ί f e r ) 回路 （図示せず）が実装される。 また、給電部 1 8 0 は、第 1 モ

ノポ一ルアンテナ 1 1 0 、第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の各給電端が接続

される。給電部 1 8 0 は、導電層において、第 1 無給電素子 1 3 0 、第 2 無

給電素子 1 4 0 、および第 3 無給電素子 1 5 0 が接続されるダラン ドエ リア

1 8 1 ( グラン ド層）が形成されている。 グラン ドエ リア 1 8 1 は、第 1 モ

ノポ一ルアンテナ 1 1 0 と第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 に対する電気的な

グラン ド電位を与える導電パターンである。

[0037] グラン ドエ リア 1 8 1 は、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 の第 2 部分 1 1

2 、および第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の第 2 部分 1 2 2 が延在する方向

(本実施の形態においては X 軸の方向）に延在する。

[0038] 次 に、支持部材 4 0 の構成について、図 6 を用いて詳細に説明する。

[0039] 支持部材 4 0 は、樹脂材料か らなる外装 4 0 0 の内部に、第 3 モノポール

アンテナ 4 1 0 と、第 4 モノポールアンテナ 4 2 0 と、第 2 給電部である給

電部 4 3 0 と、 を備えている。図 6 においては、外装 4 0 0 を点線で示 し、

内蔵された第 3 モノポールアンテナ 4 0 、第 4 モノポールアンテナ 4 0

、および給電部 4 3 0 を実線で示す。

[0040] 第 3 モノポールアンテナ 4 1 0 および第 4 モノポールアンテナ 4 2 0 の各

々は、給電部 4 3 0 に接続される給電端か ら互いに同方向に延在する第 1部

分 4 1 1、 4 2 1 を有する。 また、第 3 モノポールアンテナ 4 0 および第

4 モノポールアンテナ 4 2 0 の各々は、第 1部分 4 4 2 か らそれぞ

れ互いに向かいあう方向に延在する第 2 部分 4 1 2 、 4 2 2 を有する。

[0041 ] 本実施の形態においては、第 3 モノポールアンテナ 4 1 0 は、給電部 4 3

0 か ら4 5 m m延在 した第 1部分 4 1 1 と、第 1 部分 4 の端部か ら9 0

度 X 軸の正の向きに屈曲 して、 1 0 0 m m延在 した第 2 部分 4 2 で構成さ



れている。第4 モノポールアンテナ4 2 0 は、給電部 4 3 0 から4 5 m m延

在 した第 1部分 4 と、第 1部分 4 の端部から9 0 度 X 軸の負の向き

に屈曲 して、 1 0 0 m m延在 した第 2 部 4 2 2 で構成されている。

[0042] 図 7 A 〜図 7 D は、表示装置 1 を z 軸の正の方向側から見たときの各アン

テナの水平偏波の放射パターンを示す図である。なお、図 7 A 〜図 7 Dの放

射パターンは、アンテナ装置 1 0 が z 軸となす角が 9 0 度 （図 1 B の = 9

0 度）の場合を示 している。また、図 7 A 〜図 7 D における各図の中心は、

表示装置 1 の中心と一致 している。

[0043] 図 7 A は、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 の放射パターンを示す。第 1 モ

ノポ一ルアンテナ 1 1 0 は、表示装置 1 の背面方向 （y 軸の正の向き）と、

表示装置 1 の 4 5 ° 方向に高い利得を有 している。ここで、 は図 7 A に

示す角度であり、 X — y 平面内において X 軸の負の方向を基準 （0 度）とし

たときの角度である。

[0044] 図 7 B は、第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の放射パターンを示す。第 2 モ

ノポ一ルアンテナ 1 2 0 は、表示装置 1 の背面方向 （y 軸の正の向き）と、

表示装置 1 の 1 3 5 ° 方向に高い利得を有 している。

[0045] 図 7 C は、第 3 モノポールアンテナ4 1 0 の放射パターンを示す。第 3 モ

ノポ一ルアンテナ4 0 は、表示装置 1 の 3 5 ° 方向に高い利得を有 し

ている。

[0046] 図 7 D は、第4 モノポールアンテナ4 2 0 の放射パターンを示す。第4 モ

ノポ一ルアンテナ4 2 0 は、表示装置 1 の 2 2 5 ° 方向に高い利得を有 し

ている。

[0047] このようにアンテナ装置 1 0 において、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 と

、第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 とは、それぞれ異なる方向に強い指向性を

有 している。そのため、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 と、第 2 モノポール

アンテナ 1 2 0 と、の結合による利得の低減を抑えることができる。

[0048] また、表示装置 1 において、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 と、第 2 モノ

ポールアンテナ 1 2 0 と、第 3 モノポールアンテナ4 1 0 と、第4 モノポ一



ルアンテナ 4 2 0 とは、それぞれ異なる方向に強い指向性 を有 している。そ

のため、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 と、第 2 モノポールアンテナ 1 2 0

と、第 3 モノポールアンテナ 4 1 0 と、第 4 モノポールアンテナ 4 2 0 との

結合を低減できる。結果 と して、利得の低減 を抑えることができる。

[0049] なお、本実施の形態において、 ア ンテ ナ装置 1 0 は、ジヤ ンパ抵抗 1 6 0

、 1 7 0 、第 2 無給電素子 1 4 0 、第 3 無給電素子 1 5 0 を備えていたが、

これ らは、必ず しも必須の要素ではない。例えば、図 8 A のアンテナ装置 1

1 に示すように、図 2 で示 したジヤ ンパ抵抗 1 6 0 、 1 7 0 が無い構成や、

図 8 B のアンテナ装置 1 2 に示すように、図 2 で示 したジヤ ンパ抵抗 1 6 0

、 1 7 0 、第 2 無給電素子 1 4 0 、 および第 3 無給電素子 1 5 0 がない構成

であってもよい。 これ らの構成であっても、第 1 無給電素子 1 3 0 を備える

ことで、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 と第 2 モノポールアンテナ 5 0 との

結合による利得の低減 を抑えることができる。ただ し、本実施の形態で示す

ようにジヤ ンパ抵抗 1 6 0 、 1 7 0 、第 2 無給電素子 1 4 0 、第 3 無給電素

子 1 5 0 を備えた方が、 より利得の低減 を抑えることができる。

[0050] 以上のように、本実施の形態に係 る表示装置 1 が備えるアンテナ装置 1 0

は、給電部 1 8 0 と、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 と、第 2 モノポールァ

ンテナ 1 2 0 と、第 1 無給電素子 1 3 0 と、が形成 された基材 1 9 0 とを備

えている。そ して、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 および第 2 モノポールァ

ンテナ 1 2 0 の各々は、給電部 1 8 0 に接続 される給電端か ら同方向に延在

する第 1 部分 1 1 1 、 1 2 1 を有 している。 また、第 1 モノポールアンテナ

0 および第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の各々は、第 1 部分 1 1 1 、 1

2 1 か らそれぞれ左右に分かれて延在する第 2 部分 1 1 2 、 1 2 2 とを有 し

ている。第 1 無給電素子 1 3 0 は、第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 の第 1 部

分 1 1 1 と第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の第 1 部分 1 2 1 との間に配置さ

れる。

[0051 ] これにより、第 1 部分 1 1 1 、 1 2 1 が存在することで、給電部 1 8 0 側

か ら所定距離離れてか ら第 2 部分 1 1 2 、 2 2 が左右に分かれることがで



き、給電部 1 8 0 側に存在するグラン ドとの距離を確保でき、結合を低減で

きる。また、第 1無給電素子 1 3 0 が存在することで、同一周波数帯のアン

テナである第 1 モノポールアンテナ 1 1 0 と、第 2 モノポールアンテナ 1 2

0 とを互いに疎結合、かつ近傍に配置できる。

[0052] また、アンテナ装置 1 0 は、第 1無給電素子 1 3 0 との間に第 1 モノポ一

ル アンテナ 1 1 0 の第 1部分 1 1 1 を挟むように基材 1 9 0 に形成される第

2 無給電素子 1 4 0 と、第 1無給電素子 1 3 0 との間に第 2 モノポール アン

テナ 1 2 0 の第 1部分 1 2 1 を挟むように基材 1 9 0 に形成される第 3 無給

電素子 1 5 0 と、を備える。

[0053] これにより、第 1部分 1 1 1、 1 2 1 が他の部分と結合することをさらに

低減することができ、アンテナ装置 1 0 の利得をさらに高めることができる

[0054] また、アンテナ装置 1 0 は、第 1無給電素子 1 3 0 と第 2 無給電素子 1 4

0 とを電気的に接続させるジヤンパ抵抗 1 6 0 と、第 1無給電素子 1 3 0 と

第 3 無給電素子 1 5 0 とを電気的に接続させるジヤンパ抵抗 1 7 0 とを備え

る。

[0055] これにより、各無給電素子のグラン ド電位を安定化させることができ、第

1部分 1 1 1、 1 2 1 が他の部分と結合することをさらに低減することがで

きる。結果として、アンテナ装置 1 0 の利得をさらに高めることができる。

[0056] また、アンテナ装置 1 0 において、給電部 1 8 0 は、基板上に形成される

グラン ド層 1 8 1 を有 している。グラン ド層 1 8 1 は、第 1 モノポールアン

テナ 1 1 0 の第 2 部分 1 1 2 、および第 2 モノポールアンテナ 1 2 0 の第 2

部分 1 2 2 が延在する方向に延在する。

[0057] これにより、グラン ド層 1 8 1 に流れる電流が、各モノポールアンテナの

第 2 部分 1 1 2 と同 じ方向に流れるので、水平偏波成分をより高めたアンテ

ナを形成ができる。また、グラン ド層 1 8 1 が大きくなると、さらにグラン

ド電位を安定させることができる。

[0058] 本発明は、以上の実施の形態に限定されることなく、種々の変更が可能で



あ り、それ らも本発明の範囲内に包含 されるものであることは言 うまでもな

い。

産業上の利用可能性

こ こに開示 された技術 は、複数のア ンテ ナ装置 を有する機器の高感度化 に

好適である。

符号の説明

1 衷示 直

1 0 , , 2 ア ンテ ナ装置

2 0 L C D

3 0 本体

4 0 支持部材

1 0 第 1 ダイポール ア ンテ ナ

1 第 1 部分

1 第 2 部分

1 2 0 第 2 ダイポー ル ア ンテ ナ

1 第 1 部分

1 2 2 第 2 部分

1 3 0 第 1 無給電素子

1 4 0 第 2 無給電素子

1 5 0 第 3 無給電素子

1 6 0 , 0 ジヤ ンパ抵抗

1 8 0 ホロ 口

1 9 0 基材

4 0 0 外装

4 0 第 3 モ ノポ ー ル ア ンテ ナ

4 第 1 部分

4 第 2 部分

4 2 0 第 4 モ ノポ ー ル ア ンテ ナ



8 / 0 d / d 1- LL6 i Z l Z OAV



請求の範囲

絶縁性の基材 に第 1 モノポール アンテナ と第 2 モノポール アンテナ と

を配置 したアンテナ装置であ って、

前記第 1 モノポール アンテナおよび前記第 2 モノポール アンテナは、

給電部 に接続 される給電端か ら同 じ方向に延在する第 1 部分 と、前記

第 1 部分か らそれぞれ左右 に分かれて延在する第 2 部分 とを有 し、

かつ前記第 1 モノポール アンテナの第 1 部分 と前記第 2 モノポール ァ

ンテナの第 1 部分 との間に、無給電素子を配置 した

アンテナ装置。

前記第 1 モノポール アンテナの第 1 部分および前記第 2 モノポール ァ

ンテナの第 1 部分は、前記第 1 モノポール アンテナ と前記第 2 モノポ

—ル アンテナの第 1 部分の間に配置 した前記無給電素子 と、前記第 1

部分の外側 に配置 された別の無給電素子 とによ り挟 まれた構成である

請求項 1 記載のアンテナ装置。

前記第 1 モノポール アンテナ と前記第 2 モノポール アンテナの第 1 部

分の間に配置 した前記無給電素子 と、前記第 1 部分の外側 に配置 され

た別の無給電素子 とは、接続部材 によ り電気的に接続 した

請求項 2 記載のアンテナ装置。

絶縁性の基材 に第 1 モノポール アンテナ と第 2 モノポール アンテナ と

を配置 したアンテナ装置 と、前記 アンテナ装置で受けた電波 を電気信

号 に変換する電気回路 を有する本体 と、前記本体か らの前記電気信号

を受けて画像 を表示するデ ィスプ レイとを備 えた表示装置であ って、

前記 アンテナ装置の第 1 モノポール アンテナおよび前記第 2 モノポ一

ル アンテナは、給電部 に接続 される給電端か ら同 じ方向に延在する第

部分 と、前記第 1 部分か らそれぞれ左右 に分かれて延在する第 2 部

分 とを有 し、

かつ前記第 1 モノポール アンテナの第 1 部分 と前記第 2 モノポール ァ

ンテナの第 1 部分 との間に、無給電素子を配置 した



表示装置。

[ 請求項 5 ] 前記第 1 モノポール アンテナの第 1 部分および前記第 2 モノポール ァ

ンテナの第 1 部分は、前記第 1 モノポール アンテナ と前記第 2 モノポ

—ル アンテナの第 1 部分の間に配置 した前記無給電素子 と、前記第 1

部分の外側 に配置 された別の無給電素子 とによ り挟 まれた構成である

請求項 4 記載の表示装置。

[ 請求項 6 ] 前記第 1 モノポール アンテナ と前記第 2 モノポール アンテナの第 1 部

分の間に配置 した前記無給電素子 と、前記第 1 部分の外側 に配置 され

た別の無給電素子 とは、接続部材 によ り電気的に接続 した

請求項 5 記載の表示装置。
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